
大崎市告示第１７１号

大崎市商店等立地奨励補助金交付要綱を次のように定める。

令和５年１２月２８日

大崎市長 伊 藤 康 志

大崎市商店等立地奨励補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 市は，市が保有する商業施設用地の販売を促進し，地域経済の活

性化に資するため，当該用地の購入者に対して，予算の範囲内で大崎市

商店等立地奨励補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，

その交付に関しては，大崎市補助金等交付規則（平成１８年大崎市規則

第６０号）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。

（補助対象者）

第２条 補助金の交付対象となる者は，次のいずれにも該当する個人又は

事業者とする。

(１) 商業施設用地（松山駅前ライフシティマリス内の市が指定した用

地をいう。以下同じ。）を購入し，同地において小売業（日本標準産業

分類（平成２１年総務省告示第１７５号）に掲げる大分類Ｉ卸売業，

小売業のうち中分類５６，５７，５８及び６０に規定するものをい

う。）の事業を開始し，当該事業の開始から５年以上事業を継続するこ

とを予定していること。

(２) 補助金の交付申請時において，本市の市税を滞納していないこと。

(３) 暴力団（大崎市暴力団排除条例（平成２５年大崎市条例第４号）



第２条第２号に規定するものをいう。）との関係を有していないこと。

（補助金の額）

第３条 補助金の額は，用地取得費（商業施設用地の購入費をいう。以下

同じ。）に１００分の１５を乗じて得た額とする。

２ 前項の規定により算出した額に１,０００円未満の端数が生じた場合に

は，これを切り捨てるものとする。

（交付の申請）

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，大崎市商店等立地奨励補助

金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出し

なければならない。

(１) 商業施設用地に建築した建物の建設工事請負契約書の写し

(２) 商業施設用地に建築した建物の設計図の写し

(３) 商業施設用地に建築した建物の建築確認済証の写し

(４) 商業・法人登記の登記事項証明書（個人事業者で商業登記をして

いないものにあっては，住民票記載事項証明書）

(５) 定款又は寄付行為の写し（法人事業者に限る。）

(６) 商業施設用地において開始した事業の概要

(７) その他市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第５条 市長は，前条の申請書の提出があったときは，その内容を審査の

上，補助金の交付の可否を決定し，その結果を大崎市商店等立地奨励補

助金交付（不交付）決定書（様式第２号）により当該提出をした者に通

知するものとする。

（実績報告）

第６条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は，

商業施設用地での事業開始後，速やかに大崎市商店等立地奨励補助金実



績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなけ

ればならない。

(１) 商業施設用地において事業を開始した日が確認できる書類

(２) その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第７条 市長は，前条の実績報告書の提出があったときは，その内容を審

査し，適切と認められるときは，補助金の額を確定し，大崎市商店等立

地奨励補助金確定通知書（様式第４号）により当該提出をした者に通知

するものとする。

（補助金の交付請求）

第８条 交付決定者は，前条の規定による通知を受けたときは，速やかに

大崎市商店等立地奨励補助金請求書（様式第５号）を市長に提出しなけ

ればならない。

（補助金の交付）

第９条 市長は，前条の請求書の提出があったときは，交付決定者に対し

速やかに補助金を交付するものとする。

（事業の休止又は廃止の届出）

第１０条 事業を開始した日から５年以内にその事業を休止し，又は廃止

した交付決定者は，大崎市商店等立地奨励補助金（事業休止・事業廃止）

届出書（様式第６号）を，速やかに市長に提出しなければならない。

（交付決定の取消し）

第１１条 市長は，交付決定者が次のいずれかに該当する場合は，補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。

(１) この要綱の規定に違反したとき。

(２) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付の決定又は交付を受け

たことが明らかになったとき。



(３) 事業の開始の日から５年以内に正当な理由がなくその事業を休止

し，又は廃止したとき。

(４) その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。

２ 市長は，前項の規定による取消しをしたときは，大崎市商店等立地奨

励補助金交付決定取消通知書（様式第７号）により交付決定者に通知す

るものとする。

（補助金の返還）

第１２条 市長は，前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場

合において，交付決定者に対して既に補助金を交付していたときは，期

限を定めて，その全部又は一部の返還を命ずることができる。

２ 前項の規定による返還の命令は，大崎市商店等立地奨励補助金返還命

令書（様式第８条）により行うものとする。

附 則

（施行期日）

１ この告示は，令和６年１月２２日から施行する。

（この告示の失効）

２ この告示は，令和８年３月３１日限り，その効力を失う。ただし，同

日までに第５条に基づき交付決定された補助金については，なお従前の

例による。


